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高齢層の個人消費動向 
～物価上昇と年金の目減りが高齢世帯の家計をひっ迫～

＜要旨＞ 

新型コロナウイルス感染症の拡大から既に 2 年以上経過したが、個人消費は依然とし

て感染症拡大前の水準に戻っていない。個人消費の約半分を占める高齢世帯の消費動

向をみると、感染症拡大以降、外食や旅行関連支出など対面型サービス消費の落ち込

みがみられた。高齢世帯の消費を停滞させてきた感染症への警戒感が下押し要因とし

て根強く残り続けるなか、今後は更に物価高と年金の減額による家計のひっ迫が高齢世

帯の消費を下押ししよう。高齢世帯は現役世帯と比べ、足元価格上昇している食料や光

熱費の消費支出全体に占める割合が高く、相対的に影響が大きいことから、高齢層の

消費者マインドは顕著に低下している。物価上昇に対する消費量の感応度は、高齢世

帯ほど負の影響が大きく、また過去の物価上昇局面よりもその傾向は強い。高齢世帯に

よる消費の回復ペースはこれまで以上に緩慢なものとなり、わが国全体の個人消費回復

の重石となろう。 

１．はじめに 

新型コロナウイルス感染症が世界的に拡大して 2 年以上経過し、ワクチン接種が進展したにも

かかわらず、4 月の実質消費は依然としてコロナ前水準を下回っている（図表 1）。今後は、コロナ

禍で大きな打撃を受けた対面型サービスの回復が消費全体をけん引することが期待されるものの、

個人消費の約半分を占める高齢者（60 歳以上、図表 2）は現役世代に比べて感染症への警戒感

が強く、高齢者の外出抑制傾向が続けば、消費が伸び悩むことも予想される。本稿では、高齢者

消費に焦点を当てて、コロナ禍の消費動向を概観した上で、①雇用、②消費者マインド、③インフ

レ進行による消費行動の変化を整理し、今後の見通しを検討する。なお、本稿では統計の制約が

ない限り、60 歳以上を高齢世帯（層）、59 歳以下を現役世帯（層）としている。 

（資料) 日本銀行「消費活動指数」  (資料)総務省「家計調査（総世帯）」 

図表 1 実質個人消費 図表 2 個人消費のシェア 

（世帯主の年齢階層別、2021 年）
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２．高齢世帯の消費動向概観～対面型サービスを中心に落ち込み 

 

感染症拡大以降の消費動向を確認するため、家計動向調査の年齢別データを消費者物価指

数で実質化し1、消費増税による影響が含まれない 2017～2018 年平均と、コロナ禍の 2020 年、

2021 年、2022 年１～4 月の水準を比較する。 

まず消費支出全体では、2020～2022 年通して高齢世帯の減少幅が大きい（図表 3）。次に高齢

世帯の消費支出が減少した要因について、コロナ禍の影響が集中した対面型サービス（外食、交

通、放送受信料とインターネット接続料を除く教養娯楽サービスの合計）とそれ以外に分けてみる

と、対面型サービスが消費全体の落ち込みの主因となっていたことが改めて確認できる（図表 4）。

高齢世帯の消費支出に占める対面型サービス消費の割合は 1 割程度だが、感染症拡大以降 4

割以上低下したことで、高齢世帯の消費支出全体を大きく押し下げた。 

対面型サービス消費は現役世帯でも大きく減少しているが、低下幅は高齢世帯の方が 10％pｔ

以上大きく、感染症に対する警戒感が対面型サービス消費の抑制に繋がったと考えられる（図表

5）。また、2022 年は現役世帯の対面型サービス消費の減少幅が改善に向かう一方、高齢世帯の

反発は相対的に鈍く、感染症に対する警戒感が根強く残っていることが示唆される。 

 

３．雇用動向 

 

 高齢世帯の主な収入は年金や資産所得であり、現役世帯

と比べ雇用動向の影響を受けにくいが、近年高齢者の就業

率は上昇傾向にあり、足元では高齢世帯のおよそ 4 分の 1 が

勤労者世帯である（図表 6）。そのため、コロナ禍の雇用環境

の悪化が、消費へ悪影響を及ぼした可能性も考えられること

から、雇用動向について確認する。 

雇用動向に関するいくつかのデータを、年齢別（60 歳以上

と 59 歳以下）に、コロナ前（2019 年平均）と 2022 年１～4 月

 
1 家計動向調査の実質値は 10 大費目、年齢計のみ公表されている。 

図表 6 勤労者世帯が占める割合 

（高齢世帯） 

図表 3 実質消費支出の動向     図表 4 高齢世帯による消費（実質）     図表 5 対面型サービス消費（実質） 

の寄与度分解                  （世帯主の年齢階級別） 

（注）対面型サービスは、「外食」・「交通」・「教養娯楽サービス(放送受信料とインターネット接続料を除く)」の合計。

22 年は 1～4 月の 2017～2018 年同期比。 

（資料)総務省「家計動向指数」、消費者物価指数 

（資料）総務省「家計調査」 
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を比較すると、労働力率は年齢に関わらずほぼ変化していない（図表 7）。失業率は 60 歳以上、

59 歳以下ともにコロナ前よりもやや高い水準となっている。コロナ禍で一時急増した休職者数は全

体でコロナ前比 2 割程度増加した状態が続いているが、高齢層と現役層で傾向に差はない。米

国では厳しいロックダウン下で雇用者の解雇が急増したことが高齢層の引退を促したのに対して、

日本では経済活動の制約が海外のロックダウン措置に比べると緩やかであったほか、雇用維持を

重視した政策によりコロナ禍でも雇用悪化が相対的に軽微にとどまったことから、高齢層の雇用動

向が目立って悪化するには至らなかった。これらのことから、高齢世帯の消費支出が現役世帯と

比べ抑制的となった理由は雇用動向には見当たらず、やはり感染症への警戒の影響が大きかっ

たと考えられる。 

 

 

 

４．消費者マインド 

 

コロナ禍以降、高齢世帯の支出を抑制してきたと考えられる感染症への警戒に加え、これまで

改善傾向を示していた消費者マインドの悪化が新たな懸念材料として浮上している。 

向こう半年間の消費者マインドを示す消費者態度指数は、2022 年 3 月以降、どの年齢層も低

下しているが、高齢層は他の年齢層と比べ低下幅が大きい（図表 8）。消費者態度指数の構成系

列（「暮らし向き」、「収入の増え方」、「雇用環境」、「耐久消費財の買い時判断」）別にみると、特に

「暮らし向き」と「収入の増え方」で高齢層の落ち込みが目立っている。 

図表 7 労働力率・失業率・休業者数 

（注）2022 年は 1 月～4 月。調査部による季調値。 

（資料）総務省「労働力調査（基本集計）」 

消費者態度指数                    暮らし向き               収入の増え方 

（注）「39 歳以下」は「29 歳以下」と「30～39 歳」を単純平均。「40～59 歳」は「40～49 歳」と「50～59 歳」を単純平

均。「60 歳以上」は「60～69 歳」と「70 歳以上」を単純平均。年代により指数の水準と変化量に差があるため、各系

列の過去平均との各月の指数の乖離を 1 標準偏差で除して基準化したもの。 

（資料）内閣府「消費動向調査」 

図表 8  消費者態度指数（基準化） 
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2022 年入り後は世界的にインフレ率が高まるなか、ウクライナ危機の勃発で供給制約による食

品やエネルギーなど身近な品目のインフレ圧力が長期化する懸念が高まったことが、消費者マイ

ンドを年齢に関わらず悪化させたとみられる。実際、マインド悪化は消費者の期待インフレ率の急

上昇と共に悪化している（図表 9）。そうした中で高齢者については、価格上昇が特に大きい食料

や光熱費の消費支出に占める割合が他年齢層よりも高く（図表 10）、これらの価格上昇が家計に

大きな影響を与えたことが「暮らし向き」の一層の悪化につながったと推察される。 

  

「収入の増え方」が高齢層で特に低下した背景としては、年金

改定の影響が挙げられる。足元で物価が上昇するなか、政府は

2022 年 1 月、2022 年度年金額の引き下げ（前年比▲0.4％）を

公表した。年金額は前年度も▲0.1％の引き下げがなされてお

り、2 年度連続での減額改定となる（図表 11）。年金額の改定は、

前年の消費者物価指数（以下、CPI）や実質賃金変動率（2～4

年度前の平均）などを元に見直しがなされており、今回の減額は

CPI・賃金変動率がともにマイナスであったことに基づく。高齢世

帯の「収入の増え方」系列は年金の減額が公表された 1 月に低下

し、減額適用が開始された 4 月2に最も大きく低下した。具体的な減額幅は、「夫婦 2 人分の老齢

基礎年金を含む標準的な年金額」で前年比月額 903 円減、年額 10,836 円減にとどまるが、物価

上昇が続くと予想されるなかでの減額が、消費者マインドを大きく悪化させたとみられる。 

なお 2023 年度の年金額は、2022 年の CPI 等を元に前年比プラスでの改定が見込まれる。た

だし、2021～22 年度に適用されず繰り越しの生じているマクロ経済スライドによる下方調整が適用

される見込みであり、2022 年の CPI 上昇率を下回る改定率になると想定される3。よって名目でマ

イナスとなった今年度に続き、来年度は実質ベースでのマイナス改定となり、来年度も年金の目減

りが消費の下押し要因となる可能性が高い。 

 
2 年金は前 2 か月分がまとめて支給されるため、減額支給の開始は 6 月（4・5 月分）。 
3 ニッセイ基礎研究所「基礎研レポート：2022 年度の年金額は 0.4％減額、2023 年度は増額だが目減りの

見込み」（中嶋邦夫）では、68 歳以降の年金額について、2022 年 CPI 上昇率＋1.9％（想定）やマクロ経済

スライドによる下方調整▲0.7％（含繰越分）等を踏まえ、年金額改定率＋1.2％の見通しが示されている。 

（注）回答結果について、「＋2％未満」を＋1％、「＋

2％以上～5％未満」を＋3.5％、「＋5％以上～10％未

満」を＋7.5％、「＋10％以上」を＋10％、「変わらない」

は 0％として加重平均（下落の場合はその逆）。 

（資料）内閣府「消費動向調査」 

（注）十大費目のうち、「被服及び履物」「教育費」はそ

の他に含めている。 

（資料）総務省「家計動向指数」 

図表 11 公的年金の改定率 

（資料）日本年金機構 

図表 9 消費者の予想物価上昇率           図表 10 消費支出に占める各費目のウェイト  
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５．インフレによる消費行動の変化 

 

消費者マインドを大きく悪化させた足元の価格上昇は、実際に消費行動の変化につながってい

るのか。以下では、販売価格の変化が消費行動に与える影響をみるために、家計調査の食料（外

食除く 28 品目）について、各品目の物価上昇率と消費量（実質消費額）の関係を分析した4。 

2022 年 1～4 月の価格変化率（前年同期比）と同時期の高齢世帯による消費量の変化率（同）

を品目毎に示したものが図表 12 である。油脂（食用油及びマーガリン）や生鮮魚介、生鮮果物な

ど、価格上昇率の大きい品目ほど消費量が大きく減少しており、消費者が値上がり品目の購入を

回避していることが窺われる。 

 

 

 

 

さらに物価上昇率と消費量の関係について、過去同程度

（＋1％以上、消費税除くコア CPI ベース）の物価上昇が生じ

ていた 2008 年 2～9 月（「2008 年」と表記）、2013 年 11 月～

2014 年 3 月（「2014 年」と表記）についても（図表 13）プロッ

トしたのが次頁図表 14 である。 

これによると、いずれの時期でも物価上昇率と消費量は

負の関係を示しており、消費者が物価上昇品目を回避する

傾向にあることがわかるが、負の傾き度合いは直近時点

（2022 年 1～4 月）が最も大きい。足元の予想物価上昇率は

統計がさかのぼれる 2013 年 4 月以降で最高水準まで高まっており（前頁図表 9）、各年齢層が今

後の物価上昇を見据えて節約志向を高めるなか、これまで以上に物価上昇により消費行動が影

響されやすくなったと推察される。 

年齢層別で比較すると、物価上昇率と消費量における負の関係はいずれの年齢層でも確認出

 
4 分析に当たって、当初 CPI で実質化可能な 74 品目を対象としたが、購入頻度の低さから消費量変動が

不安定な品目（自動車、家具、工事サービス等）や年齢層により消費量が大きく異なる品目（子供服、補習

教育等）が散見された。そのため、ここでは対象を食料に限定した。 

（％）

価格の
変化

消費量
の変化

価格の
変化

消費量
の変化

価格の
変化

消費量
の変化

油脂 28.6 -17.9 生鮮肉 2.5 -4.4 他の野菜・海藻加工品 0.5 -1.0

生鮮魚介 12.4 -13.8 魚肉練製品 2.5 0.9 茶類 0.1 -2.2

生鮮果物 11.6 -13.5 他の魚介加工品 2.2 -1.3 乾物・海藻 0.0 -1.0

生鮮野菜 7.9 -7.6 他の飲料 2.1 2.7 乳製品 -0.4 -6.5

コーヒー・ココア 7.4 -8.0 菓子類 1.9 -0.6 牛乳 -0.4 1.5

パン 6.5 -5.8 大豆加工品 1.6 -4.7 酒類 -0.4 -3.4

塩干魚介 4.8 -7.7 麺類 1.6 -1.4 果物加工品 -2.8 -5.9

他の穀類 3.5 0.1 調味料 1.3 -2.7 米 -5.4 -3.5

他の調理食品 3.2 0.4 主食的調理食品 1.2 4.2

卵 2.8 -3.0 加工肉 1.2 -9.2

図表 12 物価上昇率と消費量（実質消費額）の関係（外食を除く食料・60 歳以上・2022 年）  

（注）家計調査と消費者物価指数で実質消費額が算出できる食料の全 28 品目について、物価上昇率と実質消費額（い

ずれも前年比）について関係性をみたもの。 

（資料）総務省「家計調査」、「消費者物価指数」 

図表 13 コアＣＰＩ（増税影響除く） 

（資料）総務省「消費者物価指数」 
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来るが、負の傾き度合いは高齢世帯で最も大きいことがわかる。高齢世帯では食料（外食除く）へ

の支出割合が高いことから（前掲図表 10）、食料の価格上昇に対して相対的に敏感であると考え

られる。特に足元では 2022 年 1 月に年金の減額が発表されたことも影響した可能性がある。 

以上、本分析からは、過去に比べて消費者の節約志向が高まり値上がり品目を回避する傾向

が強まっていることや、特に高齢層ほど物価上昇に対する感応度が高いことが確認できた。今後

供給混乱や円安進行で食料や光熱費を中心としたインフレの長期化が見込まれるなか、節約志

向を高める消費行動の変化が個人消費全体を下押しする可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

６．まとめ 

 

コロナ禍以降、高齢世帯の消費支出は対面型サービスを中心に停滞しているが、その主要因

である感染症に対する警戒感は、引き続き下押し要因として根強く残り続ける。今後は更に、①足

元生じている食料・光熱費の上昇や年金の目減りに起因する消費者マインドの低下、ならびに②

節約志向の高まりがもたらす消費行動の変化が、当面の高齢世帯による消費を下押しすることに

なる。消費ウェイトの高い高齢世帯による消費の回復ペースはこれまで以上に緩慢なものとなり、

わが国全体の個人消費回復の重石となろう。 

   

（調査部 経済調査チーム 竹川 隼人） 

図表 14 物価上昇率と消費量（実質消費額）の関係（外食を除く食料） 

（注）家計調査と消費者物価指数で実質消費額が算出できる食料の全 28 品目について、物価上昇率と実質消費額（い

ずれも前年比）について関係性をみたもの。2008 年と 2014 年にコア CPI（消費税引き上げの影響を除くベース）が前

年比＋1％以上となったのはそれぞれ 2008 年 2～11 月、2013 年 11 月～2014 年 8 月であるが、リーマンショックや消

費税率引き上げの影響が消費行動に含まれると考えられるため、2008 年 10 月以降と 2014 年 4 月以降は除外した。 

（資料）総務省「家計調査」、「消費者物価指数」 
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